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　ISO 14001規格が2026年1～2月頃に改訂発行する動

きで進んでおり、現在国際規格案まで進んでいる状況

です。認証組織にとってどのように準備をすることで

発行時対応ができ、さらに企業としてどのようなメリットを

享受することができるのか、ご参考にしていただけまし

たら幸いです。

　　　　　　　　　　　　移行期間は2年間を予定移行期間は2年間を予定

　今回の規格改訂は旧2004年版から現2015年版への

改訂ほど大きな変更がないと言われていますが、環境

は世界的、社会的な優先課題であることから認証組織

は高い関心を持ちながら準備をすることが重要です。

発行後改訂版への移行期間は2年間と言われており、

認証組織は改訂内容の運用実績を積んでからの受審

となります。発行後スムーズに運用実績を積むために

は現2015年版要求事項の本質をいかに捉え運用して

いるかがカギとなります。

　　　　　　　　　　　　ISO 14001現要求事項の「本質」ISO 14001現要求事項の「本質」

　規格作成ルールでは定期的な見直しが義務付けられ

ております。ISO 14001技術専門委員会 分科委員会

（ISO/TC 207/SC 1）を中心に見直しされており、規格

が利害関係者の期待、技術開発等の変化に対応し続

けることが確保されております。現2015年版発行前、

「環境マネジメントシステムの将来課題に関する研究

会」は将来の環境マネジメントシステムに関連する以下

のテーマを発表し、改訂に関する一連の推奨事項を開

発しました。

・持続可能性と社会的責任の一翼を担う

・環境パフォーマンス（の改善）を含める

・全体的（戦略的）事業マネジメントとの連携

・サプライチェーンにおける環境影響の考慮

・外部コミュニケーションへの反映　等

　これらから現社会においてよく聞く「持続可能性」「サ

プライチェーン」等が以前からいかに重要視されていた

かが分かります。ISO 14001要求事項の本質が上記か

ら読み取れます。

　　　　　　　　　　　　2026年改訂版運用への準備として2026年改訂版運用への準備として

　　　　　　　　　　～2015年版改訂時ポイントを2015年版改訂時ポイントを再確認する再確認する～

　現2015年版運用ポイントは以下となります。認証組

織の各マネジメントシステム内に取り込まれているか、

再確認することが改訂版発行時の運用準備につながり

ます。

戦略的環境マネジメントシステムとリーダーシップ戦略的環境マネジメントシステムとリーダーシップ

　組織戦略を策定するにあたり環境の重要性が高まって

いる中、事業と環境に利益をもたらすために組織の状況

を理解するという要求が組み込まれております。特に組

織に影響を与える、または組織から影響を受ける可能性

のある地域、または地球規模の環境状態に関連する課

題や変化に焦点を当てることが求められています。優先

事項として特定されることで有害なリスクを軽減したり、

　現在、ISO 9001とISO 14001の規格改訂が進められています。

今号では、来春の発行が見込まれているISO 14001に焦点をあて、

改訂のポイントや移行準備についてご紹介いたします。新版への対応

準備とあわせて、新たな視点を取り入れながら、企業活動の質と持続

性を高めるヒントとしてご活用いただければと存じます。　　   （編集部）

－PICK UP  －

～規格改訂の動きから社会的優先課題へ～規格改訂の動きから社会的優先課題へ
取り組むことで企業価値、持続可能性を高める～取り組むことで企業価値、持続可能性を高める～
～規格改訂の動きから社会的優先課題へ

取り組むことで企業価値、持続可能性を高める～
～規格改訂の動きから社会的優先課題へ

取り組むことで企業価値、持続可能性を高める～
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有益な機会を活用したりする活動が、環境マネジメント

システムと事業の戦略的な運用に統合されることにつな

がり、これらの成功を確実にするために、組織内で推進

する役割を担う人々に特定の責任を割り当てる目的で

リーダーシップが求められていることになります。

ライフサイクルの視点とコミュニケーションライフサイクルの視点とコミュニケーション

　組織内の活動における環境側面に関する要求事項

（旧2004年版）に加え、現2015年版において組織は設

計・開発に関連する環境影響にも管理と影響力を拡大

し、ライフサイクルの視点として、原材料の調達、設計、

製造、輸送／配送、使用、使用済み製品の処理、最終

処分などに対応することが求められています。

　また、組織はアウトソーシングを管理または影響を与え

る必要があり、外部と内部に同等の重点を置いたコミュニ

ケーションの戦略的策定が要求されております。これには

一貫性と信頼性のある情報の伝達、および管理下で働く

人々が環境マネジメントシステムの構築に関する要求が

含まれます。外部コミュニケーションの決定については利

害関係者の期待を考慮することが求められております。

環境への保護と環境パフォーマンスの改善環境への保護と環境パフォーマンスの改善

　組織への社会的な期待は事業環境に合わせて環境を

保護するため積極的に取り組むように拡大されています。

汚染の予防、持続可能な資源利用、気候変動の緩和と

適応、生物多様性と生態系の保護などが含まれることが

要求されております。

　マネジメントシステムだけではなく「環境パフォーマンス

の改善」が重要です。組織はコミットメントに基づき該当

する場合、排出量、排水量、廃棄物を設定したレベルま

で削減につなげる運用が求められております。

　　　　　　　　　　　　企業価値、組織の持続可能性を企業価値、組織の持続可能性を

　　　　　　　　　　　　高めるために高めるために

これらの改訂背景から2026年改訂版発行への対応準

備は環境への取り組みはもちろん、事業に対しても利益

をもたらし企業価値、さらに組織の持続可能性にもつな

がります。近年ESG（Environment［環境］、Social［社会］、

Governance［ガバナンス（企業統治）］）に配慮し事業活

動を行う組織が増えており、環境は「企業活動における

使命」と考えても過言ではありません。社会全体にお

けるサプライチェーンでの環境への取り組みが、社会

そのものの持続可能性をつくりあげ、世界的、地球レ

ベルの持続可能性を高めることにつながります。その

一部を担っているのが認証組織皆様であることは間違

いありません。

＊出典元：「ISO 14001 Auditing Practices Group」

 　（https://committee.iso.org/sites/tc207sc1/home/

　　projects/published/iso-14001---environmental-

　　manage/iso-14001-auditing-practices-gro.html）

特集内容に関するご質問・ご不明な点等ございましたら、
東京事務所 ISO認証部までお問い合わせください。
 ISO認証部  Email：cert-scheme.japan@intertek.com

【お問い合わせ】【お問い合わせ】

INFORMATIONINFORMATION    －セミナー情報－－セミナー情報－

 ※セミナー詳細 ・ お申し込み等は、 弊社ホームページをご参照ください。
　　 https://ba.intertek-jpn.com/on_demand/?category=2

関連セミナーも順次開催予定をしております。

◆ ISO 14001:2026（予定） 改訂準備セミナー 《オンデマンド》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆ ISO 14001:2026（予定） 改訂準備セミナー 《オンデマンド》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※注）改訂規格要求事項（全体）については、「改訂規格（DIS）セミナー（2025年10月下旬開始予定：オンデマンド）」 のご受講を推奨いたします。
  　　  本セミナーでは改訂要求事項（一部）のみのご紹介となりますのでご了承ください。

【概要】
本セミナーでは、ISO 14001規格改訂の概要理解と合わせて、現行の
2015年版から2026年版（予定）への認証移行、および移行後の有効な
運用に向けての準備とスケジュール感をつかんでいただくことを目的と
しています。セミナー内では、参考として2026年後半に改訂発行予定の
ISO 9001の最新進捗情報についてもご紹介いたします。

【内容】
・ISO 14001環境マネジメントシステム規格改訂発行情報
・ISO 14001:2026（予定）認証への移行審査の必要性と準備
・認証移行後の有効な運用に向けてのインタ―テックの期待

https://committee.iso.org/sites/tc207sc1/home/projects/published/iso-14001---environmental-manage/iso-14001-auditing-practices-gro.html
mailto:cert-scheme.japan@intertek.com
https://ba.intertek-jpn.com/on_demand/?category=2
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オプテックス様、社内報 『Ripple 
Workers Index』 が奨励賞受賞
　弊社のお客様企業、オプテックス株式会社様

（https://www.optex.co.jp/）が、一般社団法

人経団連事業サービス社内広報センター主催

「2024年度経団連推薦社内報審査」のWeb

社内報部門にて「奨励賞」を受賞されました。

滋賀県のグローバルニッチトップ企業である

同社は、防犯や自動ドア用センサーで高い世

界シェアを誇ります。また水質測定や車両検

知などの市場も意欲的に開拓されています。

ISO 9001、ISO 14001、ISO 27001を認証取得

され、人間

中心設計や

製造工程の

IT化、トレー

サビリティ強

化を通じて、

顧客満足と

持続可能な社会の実現に貢献されています。

　今回受賞の社内報 『Ripple Workers Index』

は、従業員の思いや行動が波紋のように広がり、

部署や立場を超えて共鳴し社内外に広がるコ

ミュニケーションを生み出すことで、ビジネスを

推進する「Ripple Work」を体現するWebマガジン

です。「Ripple」は波紋を意味し、その広がりが

新たな価値を生むと捉え、働き方改革を推進

されています。「人生を全力で良くする人は、

きっと社会も良くしていく」とのコンセプトで、毎号

自己表現と社会貢献の両立を目指す個性豊

かなオプテックスパーソンを紹介されています。

　経団連推薦社内報審査は、社内広報活動の

活性化を目的に、編集方針や経営・社会環境

との整合性などを多角的に評価するもので、

1966年より毎年実施。主催者講評では「コンセ

プトが素晴らしく、社風や会社の考え方が伝

わってくる」「写真も美しく、語り手の情熱に深く

入り込んでいくインタビューが秀逸」と高く評価さ

れ、今後のさらなる展開にも期待が高まります。

審査員会議

　弊社では、「有益な審査の

実現に向けた協議」「技術

力の向上」「感度の調整」

を主な目的として、定期的

に審査員会議を開催しており

ます。会議は、対象エリアや規格、参加メン

バーに応じて、実地またはリモート形式で実施

しており、今年7月に行われた第2回QMS／

EMS／OHSMS合同ミーティングは、猛暑の時

期であり、気候変動リスクへの配慮も踏まえ、

リモート形式での開催となりました。

会議では、ISO 14001の規格改訂発行に

向けた認証組織の準備、ISO 9001規格改訂

の進捗報告、指摘事項OFI（改善の機会）区

分の一本化に伴うお客様評価と今後の対応、

審査員教育の共有と2026年に向けた計画、

UKAS審査および弊社内部監査結果に基づく

対応事項など、幅広いテーマが取り上げられ、

多数の審査員の参加（視聴）により、活発な

意見交換も行われました。

　毎回会議後には、各審査員から提出された

レポートをもとに意見を集約し、次回以降の

会議や審査活動へ反映しています。弊社は、

こうした取り組みを通じて、より付加価値の高

い審査の提供に努めております。

今号は、規格改訂に関するご質問についてご紹介いたします。

Q1.　当社では長年にわたり　ISO 9001の認証を維持しています

が、前任の担当者より、ISO規格は定期的に改訂があると聞きま

した。規格改訂にはどのような背景があるのでしょうか？

A1.　ISOの規格は、原則5年ごとに見直され、社会情勢や技術

革新、業界ニーズの変化に応じて改訂されます。ただし、5年は

あくまで目安であり、状況により改訂が見送られることもあります。

例えば、ISO 9001やISO 14001は2015年版が最新ですが、

これは、2015年改訂で他規格との整合性や運用面の大幅な

見直しが行われたことで、現行規格が引き続き有効と判断され

てきたためです。

　ISO 9000シリーズは1987年に発行され、マネジメントシステム

規格の始まりとされています。以降、品質保証の強化（1994

年）、顧客満足と継続的改善の重視（2000年）、プロセスアプ

ローチの導入（2008年）、共通構成の採用（2015年）など、時

代に応じて進化してきました。弊社でも、初期のお客様は1994

年版で認証を取得されていました。そして現在、デジタル化や

サステナビリティへの対応を背景に、次期改訂への動きが本格

化しています。

Q2.　次の規格改訂はいつ頃で、どのような準備が必要ですか？

A2.　現在改訂が進められている ISO 14001は2026年1-2月、

ISO 9001 は2026年後半に改訂版発行予定です。改訂では、気候

変動やサプライチェーンへの配慮、リスクと機会の明確化などが

強化される見込みです。対応としては、まず気候変動への継続的

な取り組み、取引先のリスク評価、既存文書の整理を進めましょう。

両規格取得の場合は、マニュアルの統合・一元管理を検討する

ことで、運用効率や審査対応の負担軽減にもつながるでしょう。

　改訂関連のセミナー・研修も順次開催予定で、最新情報は弊社

HPなどでご案内いたします。なお、現時点での移行審査の開始

時期は、ISO 9001:2026 は2026年末頃、ISO 14001:2026 は

2026年春頃が目安とされており、移行期間はそれぞれ、ISO 9001 

が発行から3年間、ISO 14001 が発行から2年間の予定です。

【お問い合わせ】

　　 ISO認証部 Email：cert-scheme.japan@intertek.com

※弊社ホームページからもお問い合わせいただけます。

（https://ba.intertek-jpn.com/contact/）

表彰式にて：
同社広報担当マネージャー 岡井良文 氏

『Ripple Workers Index』 TOPページ
＊最新号：https://www.optex.co.jp/ripple_workers_index/rwi010.html

ISOISO

https://www.optex.co.jp/
https://www.optex.co.jp/ripple_workers_index/rwi010.html
mailto:cert-scheme.japan@intertek.com
https://ba.intertek-jpn.com/contact/
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　ISO 9001規格では、“9.1.3 分析及び評価”という条項がありま

すが、ISO 14001でも“9.1.1 一般”にて「環境パフォーマンスを

監視し、測定し、分析し、評価しなければならない。」と規定され

ています。分析・評価する対象や方法は状況に応じて組織で決

定しなければなりませんが、環境のパフォーマンスとして共通し

た例としては、電力使用量などは集計して、変化を監視している

と思います。排出量を監視している場合では、どれだけ排出量

を抑えられているか、変動要因は無いか、などを追跡することも

該当するでしょう。規格では、分析・評価までを要求しています

が、分析・評価の結果を改善につなげていくこと、すなわち

PDCAの(Check)から（Action)につなげていくことを規格は意図

していると解釈しています。審査では、健康診断に例えて監視

測定の説明をすることがあります。健康診断を受けるのは監視・

測定ですが、医師の所見や指導が分析・評価に相当するで

しょう。異常なしという判定なら安心できるでしょうが、何か問題

が発見されたら、医師の指導に従って生活習慣を見直さないと

健康の改善が見込めない場合もあるでしょう。

　PDCAは継続的改善のサイクルとして古くから知られています

が、元アメリカ空軍大佐のジョン・ボイド氏により提唱された

OODA（ウーダ）ループという意思決定プロセスもPDCAと比較さ

れているとのことです。現状観察【Observe】、把握理解【Orient】、

対応を決める【Decide】、行動【Act】という活動の連携ということ

で、OODAも改善のためのサイクルと捉えると、どこから始まるか、

という違いのように感じられます。【Observe】はPDCAの（Plan）に

対応する活動の一段階でもありますが、現状把握も監視・測定

に該当するとも思われます。【Orient】や【Decide】も（Plan）のプロ

セスでしょうが、PDCAの（Action）にも相当するとも思えます。

OODAの【Act】はPDCAの（Do）に近いように思えます。【Act】

からフィードバックされた【Observe】はPDCAの（Check）に相当

するでしょう。PDCAやOODAのどちらでも、パフォーマンス評価

が、現状を評価して改善活動の指針になるものと考えられます。

適切にパフォーマンスが評価され、改善に展開されているか、を

審査で確認したいと思っています。

環境主任審査員  大村 敏夫
Toshio Omura

 第42回　（環境編）

様千代田興業株式会社
（ＩＳＯ 9001：2015、ＩＳＯ 14001：2015 認証登録）

　千代田興業株式会社様は、1953年、大阪でプラスチックの商社

として創業。2006年にISO 14001、尼崎工場設立の2022年にISO 

9001を認証取得されています。提案型・技術営業を通じて実績

を積み、営業活動から設備設置まで一貫した品質保証体制を整

えてこられた同社では、ISO活用でさらなる顧客満足度向上に取

り組まれています。マネジメントシステムの簡素化・日常業務との

一体化でISO関連書類の効率的運用にもつなげられています。

　同社は創業以来、紡績・光学フィルム関連製品を提供され、

オートモーティブワールド2017への出展を契機にFAシステム事

業部を設立。インドネシア現地法人との技術連携を活かし、ロ

ボットシステムの設計・製造・組立事業を展開、自動車・食品・金

属加工業界などの省人化・自動化ニーズに応えられています。

本年6月の「IoT・AI・ロボット展」では、お茶入れロボットシステム

を展示。ロボットが急須を持って3つのコップに回し注ぐ、ユニー

クな仕様だったそうです。大阪・関西万博では、姫路のソウル

フード「えきそば」で知られるまねき食品様出展のレストラン内に、

千代田興業様構築の双

腕アームロボットシステム

が展示され、来場者を楽

しませました。7月に万博

会場で行われた「大屋根

リング盆踊り大会」には

同社従業員とご家族が

参加され、この大会は参

加者と国籍の数でギネス世界記録に認定されました。

　近年では「常に一歩先へ～ing」をモットーに、海外で培った

技術力、独自の構想力を活かし、SIer（システムインテグレー

ター）としてものづくりの自動化、効率化を推進されています。

「パフォーマンス評価（3）」

https:/ /www.chiyodakogyo.com/

〔取材者〕審査員  美濃英雄
Hideo Mino

大阪・関西万博での「大屋根リング盆踊り大会」参加の社員・ご家族の皆様

お茶入れロボットシステム

https://www.chiyodakogyo.com/
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  （せんざき  としお）

「新たな“相棒”」

審査員からのエッセイをお楽しみください。

　審査活動での相棒は、

何と言っても審査チームメ

ンバーですが、自宅に新

たな“相棒”ができました。

　“一人目”がパソコンの中

のRPA (Robotic Process

Automation)アプリです。

出張費の精算は、クレジットなどのデータを集計するのに手間がかかります。そこで、RPA

アプリを利用しています。一度手順を教えると、計算間違いせず手伝ってくれます。“二人目”がスマートスピーカーの「アレクサ」

です。こちらも「エアコンをつけて！」と話しかけると「はい。」と応えて、操作してくれ助かっています。

■ 熱せられる地球熱せられる地球

2024年は世界の平均気温が観測史上最も高

く、産業革命前と比べて1.5℃を超えたと報告さ

れ、世界各地で高温乾燥による山火事が頻発

する様子が報道されました。今年の夏は日本

でも連日危険な暑さが続いた一方、集中豪雨

の頻発で農産物への被害も報道されました。

■ 国連国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）気候変動枠組条約締約国会議（COP）
◎ 2025年11月にブラジル・ベレンで開催予定

のCOP30に向けた準備会合が6月にドイツ・

ボンで行われました。2035年の温室効果ガ

ス(GHG)排出目標を提出した国は26ヵ国だ

けでしたので、2035年のGHG総排出量と

1.5℃目標への整合性判断はCOP30へ持越

しになりました。

　　気候変動への適応(災害予防)に関する未

解決事項(先進国から途上国への資金動員

など)はボン会議での｢対話と提言｣をベース

にCOP30で審議されることになりました。

◎ 気候変動と生物多様性の損失、環境汚染は

「地球の3大危機」と言われていますが、いず

れの国際取り組みも進捗が遅れています。

生物多様性条約第16回締約国会議は2024

年10月の会期中に終了できず翌年2月再開

会合で終了しています。プラスチック汚染に

係わる国際条約は2024年内合意を目指して

いましたが、11月の政府間交渉で合意に至

らず中断状態です。　

　　しかし、この種の問題は多角的・相乗的な

取り込み(シナジー)を進めることで解決でき

るとする動きがあります。今後、COP30をはじ

め、気候変動の国際取り組みは生物多様性

や循環(リサイクル)経済、環境汚染の予防へ

の相乗効果を示すことも求められます。

◎ 米国のトランプ大統領は2025年1月27日に

パリ協定からの米国の離脱を国連に通告し

ました。それに対して、ブルームバーグ慈善

財団と24州の知事で構成する｢米国気候同

盟｣が資金提供を含む米国の義務を果たす

と宣言しました。パリ条約に関する国連活動

の混乱は避けられそうです。

　　しかし、問題は気候変動に関する政府間パ

ネル(IPCC)であり、これに気候データ・解析・

予測を提供する研究機関がトランプ政権から

研究者解雇や研究資金停止の攻撃を受け、

いくつかの機関が解体の危機に瀕している

そうです。気象予測が得意な日本はIPCCへ

の支援を強化する必要があるでしょう。

■ 日本が早急に取り組むべき重要課題 日本が早急に取り組むべき重要課題

⑴地震、大雨、山火事の対策を強化する⑴地震、大雨、山火事の対策を強化する

・避難のタイミングや移動手段、トイレや空調

等の避難所の居住性確保。

・堤防・排水溝・下水管の処理能力強化。

・森林の整備（倒木・伐採残の処理、里山整備)。

⑵太陽光パネルの設置を拡大する⑵太陽光パネルの設置を拡大する

世界の太陽光は急拡大で主電源化している

が、日本の新規導入量は世界の1.7%。

・農作物の日焼け防止を兼ねて、畑に高足の

架台またはハウスの天井にパネルを設置

（「ソーラーシェア」)。

・一般住宅の屋根にドイツで急拡大している

「プラグイン方式パネル」を設置。

⑶GX政策を見直す⑶GX政策を見直す

・水素・アンモニア混焼の石炭火力発電は、

排ガスを回収し、地下･海底に貯留が前提。

多くの技術課題が未解決、高コストも予想さ

れるので中止すべきです。　　

・原発の格納器は放射線照射で脆くなり、振

動・衝突で破損し、大事故になる。地震頻発

国日本に原発設置は間違い、再稼働も新設

も中止すべきです。

＊＊＊

　本連載は、今回をもちまして最終回となります。 

20年以上にわたり続けてまいりましたが、一度でも

目を通してくださった方に、心より感謝申し上げます。

環境主任審査員 郷古 宣昭 Nobuaki Goko

連載「環境とISO14001」

審査員リレーエッセイ

「地球環境問題のこれからを考える」

【最終回】

相棒 “アレクサ(Alexa)”
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食品鮮度保持から、ヘルスケア、医療機器開発で世界展開
DENBA JAPAN株式会社  （ISO 9001：2015 認証登録）

　当社は、2004年設立、2021年にISO 9001を認証取得

（水分子制御技術製品の製造）しています。私たちの技術

の原点は、「空間に電位を発生させ、水分子に微細な振

動を与える」という独自の特許技術です。この技術を冷蔵

設備に応用したところ、食品の鮮度が驚くほど長持ちする

ようになりました。例えば、冷蔵庫を持たないこども食堂で

は、せっかく寄付された野菜や果物が傷んでしまい、廃棄

されるという課題がありました。そこにDENBA技術を搭載

した保冷コンテナを導入することで、寄付された食材を

しっかり保存できるようになり、全国10ヵ所以上の施設で

活用されています。また、沖縄の離島では、台風による

物流の遅れが農家の出荷に大きな影響がありましたが、

私たちのコンテナを使うことで、マンゴーの鮮度を保った

まま、販売時期を調整できるようになりました。

　健康分野でこの技術は、「人の身体」にも応用されてい

ます。空間に広がる電位が、体内の水分にやさしく作用

することで、自律神経のバランスをサポートする健康機器

として開発したのが「DENBA Health」です。現在、アパ

ホテルで「グッドスリープ

プラン」として展開され、

宿 泊 さ れ た 方 か ら は

「 ぐ っ す り 眠 れ た 」 「 朝

すっきり起きられた」など

のお声を多くいただいて

います。東京大学との共

同研究でも、自律神経

に対する良好な変化が

確認され、健康寿命を

のばす可能性にも期待

が寄せられています。

https:/ /www.denba.co.jp/

https://aizugiken.co.jp/

技術で感動を提供するために
株式会社会津技研  （ISO 9001：2015、 ISO 14001：2015 認証登録）

工場長　菊地 信也

　当社は、福島県西

会津町で1980年に創

業した、めっき専業

メーカーです。創業

当初は電気めっき技

術を応用した「電鋳」

による複製技術品を

製造していましたが、

東北地方でHDD部

品の生産が盛んになったことを機に、無電解ニッケル(Ni)

めっき技術を導入・発展させました。

　2000年にISO 9001、2008年にISO 14001を認証取得し

ています。現在では車載部品、半導体製造装置部品、医

療機器部品など多分野に対応し、精密かつ高品質な表面

処理を提供しています。“日本の田舎”という立地のハンデ

を技術力で乗り越える地方工場として、品質管理と独自技

術の開発に力を注いでいます。また、過疎地域であること

から、最新AIを活用した自動検査装置を積極的に導入し、

省人化と標準化を推進。人手不足や技術継承の課題に

対応しながら、安定した生産

体制を構築しています。今後

も地域に根ざしたものづくり企

業として、持続可能な成長と

社会貢献を目指してまいりま

す。さらに、環境負荷の低減

やエネルギー効率の向上にも取り

組み、未来志向の製造業を実現

していきます。

本社社屋（福島県西会津町）

自動検査装置

常務執行役員　近藤 加奈子

作業風景

「DENBA Health」愛用の
体操 岡慎之助選手と杉野正尭選手

https://aizugiken.co.jp/
https://www.denba.co.jp/
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気候変動をマネジメントシステムに組み入れる運用セミナー（オンデマンド）を受講して

気候変動をマネジメントシステムに組み入れる運用セミナー（2025年6月オンデマンド）受講

年を代表する映画「国宝」は、歌舞伎に人生を捧げた主人公が人間国宝

になるまでの半生を描いた作品で、9月中旬現在、興行収入142億円を突破

する大ヒットで、ご覧になった方も多いかと思います。今年は人間国宝が

初めて認定されてから70年の節目にあたり、つながりがあるのかもしれません。

　人間国宝は、日本の伝統芸能や工芸技術において極めて高度な技術を持つ人

物のことで、正式には「重要無形文化財保持者」と呼ばれます。文化財保護法に

基づき文部科学大臣が認定し、認定区分には「各個認定」「総合認定」「保持団体

認定」の3つがあります。一般的に「人間国宝」と呼ばれるのは、個人に与えられ

る「各個認定」です。歌舞伎そのものも1965年に重要無形文化財に指定されてお

り、「総合認定」の保持者団体である伝統歌舞伎保存会の構成員として、七代目

尾上菊五郎、十五代目片岡仁左衛門、五代目坂東玉三郎などが認定され、さら

に個人としても人間国宝に選ばれ、歌舞伎の保存・発展に貢献されています。

　歌舞伎の語源は「傾（かぶ）く」。常識を外れた奇抜な装いや振る舞いを意味し、

出雲大社の巫女・阿国が「かぶき者」の踊りを披露したことが歌舞伎の起源とされ

ます。当初は女性や少年が演じていましたが、幕府の禁止で男性のみの形へと

変わりました。400年以上の歴史を持つ歌舞伎は、庶民の娯楽として江戸時代か

ら発展していたことから、現代にも影響が多く残っており、歌舞伎由来の言葉も多

くあります。例えば、「裏方」「黒幕」「十八番」「正念場」や、物事を曖昧にする際に

使う「なあなあ」も、歌舞伎の内緒話の場面から来ており、「だんまり」「めりはり」

「どんでん返し」「二枚目・三枚目」なども歌舞伎由来です。二枚目・三枚目は、芝

居小屋の看板に主要役者8人を掲げたことに由来し、1枚目は主役、2枚目は美

男、三枚目は道化…と役の意味が残ったものです。また、動画や写真のない江戸

時代には、贔屓の役者を描いた役者絵が人気で、楽屋の様子を描いた錦絵は今

でいうオフショットで、当時から推し活文化があったと思うと興味深いですね。

　今年は人間国宝制度が約50年ぶりに改正予定で、従来の「芸能」「工芸技術」に

加え、「生活文化」が新設されるそうです。ユネスコの「和食」登録などを受けた動

きで、今後は食文化の分野からも人間国宝が誕生する可能性があり楽しみです。

また、歌舞伎座には1演目だけをリーズナブルに観られる「一幕見席」もあり、敷居

が高く感じる歌舞伎も初心者でも気軽に楽しめそうです。ちなみに、10月の別名・

神無月は、八百万の神々が出雲大社に集まることからで、出雲では逆に神在月と

呼ばれます。この時期“しあわせ”の御縁を結ぶ神々の会議「神議（かみはかり）」

が行われるとされ、神秘的な空気に包まれるそうです。そんな神秘の世界や、

伝統芸能、食文化など、秋ならではの魅力を味わってみてはいかがでしょうか。

（参照・出典：東宝、文化庁、歌舞伎美人、国立国会図書館、出雲大社各HP）

今今

弊社は分注器・ピペットの製造・販売を行っております。1944年
に創業し、2024年には80周年を迎えることができました。

　ISO 9001は1996年、ISO 14001は2005年に取得し、マネジメント

システムの構築・運用を行ってまいりました。

　このたびは、気候変動追補への対応を進めていたところ、セミナー

開催の案内を受け取り、受講いたしました。セミナーでは、気候変動

を配慮することになった背景や重要性などの基本部分の再確認から、

運用の流れや業種別の運用例などもあり、参考になる内容だったと

思います。特に、Q&Aはより具体的な内容や運用上の疑問点が挙

げられており、追補の内容について理解を深める助けとなりました。

　本セミナーでの内容を念頭に、マネジメントシステムへの対応を

よりいっそう進めていきたいと考えております。

株式会社ニチリョー 品質保証部 部長 磯貝 義徳

好
評！
好
評！
好
評！

NEW
NEW
NEW

開催日程・開催地等、研修に関する詳細は弊社ホームページにて
ご確認ください。（https://ba.intertek-jpn.com/study/）

審査員養成コース審査員養成コース

審査員養成コースは、審査員を目指される方だけで
なく、最近では企業様から、品質管理体制の改善や、
内部監査員のさらなるスキルアップを目指してご参加
いただくことが増えております。業務改善や力量向上
を目指している皆様のご参加をお待ちしております。

ISO9001（5日間）/ISO14001（3日間）/ISO45001（3日間）

ISO 9001・・・
ISO14001・・・
ISO45001・・・

・・・

 10/ 2（木）～   6（月）

 11/27（木）～ 29（土）

 11/ 8（土）～ 10（月）

 12/12（金）～ 14（日）

〈東京〉

〈東京〉

〈福岡〉

〈東京〉

※ISO14001/45001の3日間コースは受講要件がございます。
　詳細は弊社ホームページにてご確認ください。

＊弊社ホームページよりお申込みいただけます。FaxまたはEmailでのお申込みの場合は、ホームページより申込書をダウンロードいただき、必要事項をご記入の上、ご送付ください。

オンラインセミナーオンラインセミナー

・ 短時間集中！1本5〜20分でサクッと学べる
・ 繰り返し視聴＆資料DLで、理解がぐんと深まる
・ マルチデバイス対応、いつでもどこでも学習OK
＊気候変動、規格改訂、MSC CoC認証などの人気コース、
　 申込受付中！

オンデマンド研修オンデマンド研修

オンラインセミナー好評開催中！
各規格（ISO 9001/ISO 14001/ISO 45001/ISO 27001等）の
内部監査員養成コースを開催しています。また、講師派遣型
セミナーもオンライン対応可能です。

日程日程・開催地催地

https://ba.intertek-jpn.com/
https://ba.intertek-jpn.com/study/
mailto:info.ba-japan@intertek.com
mailto:info.ba-osaka@intertek.com



